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○松本市上下水道局建設工事変動型低入札価格調査制度実施要綱 

平成３０年５月２８日 

上下水道局告示第３号 

（目的） 

第１条 この要綱は、松本市上下水道局（以下「上下水道局」という。）が発注する建設工

事の請負契約の入札において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」

という。）第１６７条の１０第１項の規定に基づき、予定価格の制限の範囲内で最低の価

格をもって申込みをした者（以下「最低価格入札者」という。）の入札金額が変動型の調

査基準価格を下回った場合に調査（以下「変動型低入札価格調査」という。）の上落札者

にしないとき等の取扱いについて、松本市上下水道局の契約に関する規程（平成１０年上

下水道局管理規程第１６号。以下「規程」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（準用規定） 

第２条 上下水道局が実施する建設工事変動型低入札価格調査については、松本市建設工事

変動型低入札価格調査制度実施要綱（平成２８年告示第３６０号）を準用する。この場合

において、本則中「市長」とあるのは「水道事業及び公共下水道事業の管理者」と、「契

約管財課長等」とあるのは「総務課長等」と、「契約管財課長」とあるのは「総務課長」

と、第１条中「本市」とあるのは「松本市上下水道局」と、第２条中「松本市低入札価格

調査制度実施要綱（平成１８年告示第１４５号）」とあるのは「松本市上下水道局低入札

価格調査制度実施要綱（平成１９年上下水道局告示第９号）」と、第３条中「松本市建設

工事一般競争入札実施要綱第３条」とあるのは「松本市上下水道局建設工事一般競争入札

実施要綱第２条の規定により準用する松本市建設工事一般競争入札実施要綱第３条」と、

「松本市建設工事事後審査型一般競争入札実施要綱第３条」とあるのは「松本市上下水道

局建設工事事後審査型一般競争入札実施要綱第２条の規定により準用する松本市建設工

事事後審査型一般競争入札実施要綱第３条」と、「規則第１０７条」とあるのは、「規程

第６条」と、第４条第４項中「規則第１０９条」とあるのは「規程第６条」と、第６条中

「規則第１０６条」とあるのは「規程第４条」と、第８条中「規則第２条第１項第１号の

規定による者をいう。」とあるのは「松本市上下水道局組織規程（平成１０年上下水道局

管理規程第１号）に定める局長、次長及び課長をいう。」と、第１５条第１項中「松本市

建設工事等入札参加資格者に係る指名停止要領（平成９年訓令甲第１号）別表第１第４項」

とあるのは、「松本市上下水道局建設工事等入札参加資格者に係る指名停止規程（平成１
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０年上下水道局管理規程第２０号）第２条の規定により準用する松本市建設工事等入札参

加資格者に係る指名停止要領（平成９年訓令甲第１号）別表第１第４項」と、第１６条中

「松本市入札結果等公表要綱（平成１１年告示第９５号。以下「公表要綱」という。）」

とあるのは「松本市上下水道局入札結果等公表要綱（平成１１年上下水道局告示第１３号。

以下「公表要綱」という。）」と、「公表要綱第３条第１項」とあるのは「公表要綱第２

条の規定により準用する松本市入札結果等公表要綱（平成１１年告示第９５号）第３条第

１項」と、別表第２中「規則第１３０条」とあるのは「規程第３４条及び第３５条」と読

み替えるものとする。 

附 則 

この告示は、平成３０年６月１日から施行し、同日以後に行う入札の公告に係るものから

適用する。 

 


